
- 114 - 
 

令和 5 年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 

医療情報データベースを用いた病院薬剤師業務のアウトカム評価に関する研究 

研究分担者  白岩 健 国立保健医療科学院 上席主任研究官  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A．研究目的 

令和 3 年 6 月に発出された「薬剤師の養

成及び資質向上等に関する検討会 とりま

とめ」では、病院を中心として薬剤師が充足

していないとされている。しかし、薬剤師業

務は時代の変遷とともに高度化していく一

方で、人口減少により患者数そのものは減

少傾向となることから、病院薬剤師の確保

については、定量的な需給予測等に基づき

検討していくことが重要であると考えられ

る。またその際に、どのような業務がどの程

度のアウトプット（アウトカム）に結び付い

ているのかを考慮することで、適正な医療

資源配分に根差した需給予測を可能とする

ことが期待される。 

しかし、本邦において病院薬剤師業務、と

りわけ薬剤管理指導業務や病棟薬剤業務の

患者健康アウトカムに及ぼす影響について、

これらが代表的な業務であるにも関わらず

十分に検討されておらず、需給推計で考慮

するための情報が乏しい状況にある。そこ

で本研究においては、医療情報データベー

スを用いることで病院薬剤師業務と健康ア

ウトカムの関連性を病院単位のマクロレベ

ルで評価した。 

 

B．研究方法 

＜データソース＞ 

 各病院の薬剤師業務の実施状況や常勤薬

剤師数、アウトカムに関する状況、患者層の

特徴に関するデータを得るために、以下の 3

つのデータソースを用いた。 

① DPC 導入の影響評価に係る調査：アウト

カムに関する状況、患者層の特徴 

研究要旨 

 本研究事業では、病院薬剤師の需給予測法を構築するための検討を進めている。需給予

測においては、病院薬剤師業務がどのようなアウトカムに結び付いているかを加味するこ

とで、適正な医療資源配分に根差した需給予測法の構築が達成されるものと期待される。

そこで本研究では、DPC データを中心に用い、代表的な病院薬剤師業務や薬剤師の充足状

況と患者健康アウトカム（在院日数、死亡、再入院）との関連性を評価した。その結果、

病院薬剤師業務や薬剤師数の充足が、特に死亡の減少との関連性を有することが示唆され

た。一方本研究は、利用できるデータに限りがある中で断面的に評価を進めたため、因果

関係は不明であり、より詳細な評価から精緻に定量化していくことが望まれる。 
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② DPC 研究班データベース：病院薬剤師業

務の実施状況 

③ 病床機能報告：常勤薬剤師数 

このうち①③については、令和 3 年度 1

年を反映するデータを用い、②については

令和 3 年度 6 月のみのデータを用いた。こ

れらのデータソースから得られる情報を病

院単位の値（平均値や割合等）として突合

し、分析に用いた。 

＜アウトカム＞ 

 DPC 導入の影響評価に係る調査の定義に

準じ、在院日数、死亡、再入院、4週間以内

の再入院を対象として評価した。死亡は、医

療資源を最も投入した傷病による死亡とそ

れ以外の死亡を合算した。4週間以内の再入

院は、4週間以内の同一疾患での再入院と異

なる疾患での再入院を合算した。 

＜病院薬剤師業務の実施状況＞ 

 病棟薬剤業務実施加算 1/2、薬剤管理指導

料、特定薬剤治療管理料の算定状況を、DPC

研究班データベースを用いて病院単位で要

約した。病棟薬剤業務実施加算はその病院

（病棟）で算定されているかどうかを示す

カテゴリー変数として要約した。薬剤管理

指導料と特定薬剤治療管理料については、

一般病棟における 100 入院・日あたりの算

定件数とすることで病院間での比較が行え

るように要約した。 

＜常勤薬剤師数とその充足状況＞ 

 病床機能報告で示されている常勤薬剤師

数に、常勤換算された非常勤薬剤師数を合

算した。また、日本病院会の「病院薬剤師確

保に関するアンケート調査」で示されてい

る、理想とする常勤薬剤師数を参考に、その

病院の薬剤師数が充足しているか、してい

ないかを示すカテゴリー変数を作成し、こ

れも評価の対象に含めた。 

＜統計解析＞ 

 薬剤師業務の実施状況や常勤薬剤師数、

又はその充足状況を説明変数として、アウ

トカムに関する状況を目的変数として、一

般線形回帰により関連性を評価した。個々

の変数を含めた場合の単回帰と、これに患

者層の特徴を共変量として説明変数に加え

た多変量回帰分析をそれぞれ実施した。

個々の病院におけるデータの精度を分析に

反映させるため、アウトカムデータの分散

の逆数を重みとして考慮した。モデルの妥

当性は残差プロットや R2値から確認した。 

＜倫理面への配慮＞ 

 DPC 研究班データベースの使用に際して、

東京医科歯科大学医学部倫理審査委員会の

許可を得て研究を実施した（M2000-788-33）。 

C．研究結果 

＜対象病院＞ 

各データソースから 1,107 病院のデータ

が突合された。このうち 25 病院では共変

量の欠測が認められたため、これらを除外

した 1,082 病院で分析を実施した。 

1,082 病院の要約統計量を表 1-3 に示

す。 
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表 1.カテゴリー変数で示される病院薬剤師業務の実施状況並びに薬剤師数の充足状況 

 

 

表 2. 連続変数で示される病院薬剤師業務の実施状況並びに薬剤師の充足状況 

 

 

表 3.アウトカムに関する状況並びに患者層の特徴に関する要約 

 

注）平均在院日数は各病院の平均値の平均（標準偏差）を示し、総病床数は各病院の値の平

均（標準偏差）を示す。それ以外の変数は、各病院の割合（％）の平均（標準偏差）を示す。 

 

＜一般線形回帰＞ 

 各回帰分析の結果を、表 4に示す。いず

れの回帰分析においても、残差は正規分布

しており、多変量回帰による R2値はアウト

カムの種類に応じて 0.5 から 0.8 程度の値

となった。 
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表 4. 回帰分析の結果 

 

注）信頼区間の下限が 0を含まず正の相関が認められる変数を朱色で、上限が 0を含まず

負の相関が認められる変数を青色でハイライトしている。 

 

1） 在院日数 

 単変量回帰の結果、病棟薬剤業務実施加

算 1、病棟薬剤業務実施加算 2、特定薬剤

治療管理料について統計学的有意な正の相

関が認められた。 

 多変量回帰の結果、薬剤管理指導料と常

勤薬剤師数について統計学的有意な負の相

関が認められた。 

2） 死亡 

単変量回帰の結果、病棟薬剤業務実施加

算 1、病棟薬剤業務実施加算 2、特定薬剤

治療管理料、常勤薬剤師数、薬剤師の充足

と統計学的有意な負の相関が認められた。 

 多変量回帰の結果、病棟薬剤業務実施加

算 1、薬剤管理指導料、特定薬剤治療管理

料、常勤薬剤師数、薬剤師の充足と統計学

的有意な負の相関が認められた。 

3） 再入院 

 単変量回帰の結果、病棟薬剤業務実施加

算 1、病棟薬剤業務実施加算 2、薬剤管理

指導料、特定薬剤治療管理料、常勤薬剤師

数と統計学的有意な正の相関が認められ

た。 

 多変量回帰の結果、特定薬剤治療管理料

と統計学的有意な正の相関が認められた。 

4） 4 週間以内の再入院 

 単変量回帰の結果、病棟薬剤業務実施加

算 1、病棟薬剤業務実施加算 2、特定薬剤
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治療管理料と統計学的有意な正の相関が認

められた。また常勤薬剤師数、薬剤師の充

足と統計学的有意な負の相関が認められ

た。 

 多変量回帰の結果、統計学的有意な相関

は認められなかった。 

 

D.考察 

単変量回帰分析の結果から、アウトカム

の種類によって、薬剤師業務の実施状況や

常勤薬剤師数、又はその充足状況との間に

正の相関並びに負の相関が示された。一方

多変量回帰分析の結果からは再入院と特定

薬剤治療管理料の関連を除き、正の相関は

示されておらず、在院日数や死亡との間に

いくつかの負の相関が示された。とりわけ

死亡との関連性を評価したとき、病棟薬剤

業務実施加算 2 を除く全ての変数との間に

負の相関が認められた。以上から、病院薬剤

師の活躍や体制の充実による患者健康アウ

トカムの向上が期待される。 

一方本研究には、考慮している交絡因子

に限りがあること、薬剤師業務の実施状況

は令和 3 年度中の一月分を反映するに留ま

ること、新型コロナ感染症流行下の検討で

あること、といった課題がある。したがっ

て、本研究で認められた関連性における因

果関係やメカニズムは不明である。そこで、

本研究の結果をもとにミクロレベルでの検

討を行い、より精緻な評価を実施すること

で、アウトカムを考慮した需給予測を実現

する情報を構築する必要があると考えられ

た。 

  

E.結論 

代表的な病院薬剤師業務や薬剤師の充実

は、死亡の減少や在院日数の短縮と関連す

ることが示唆された。ミクロレベルの詳細

な評価によって、需給予測に考慮すること

のできる情報としてより精緻に定量化して

いくことが望まれる。 
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